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結果の平等に向けて
－学歴社会フランスの試み－

稲葉　奈々子

要約

　フランスのエリート養成大学のグランゼコールのひとつであるパリ政治
学院は、所得階層や進学率が低く、失業率が高い地区に居住する高校生を
対象として、2001年に入学特別枠を設けた。フランスで深刻化する進学
格差の解消のためである。親の職業や収入は、子どもの学歴と有意に関連
しており、学歴主義による機会の平等を掲げるだけでは、格差と貧困が再
生産されるプロセスを食い止めることはできないという認識により導入さ
れた制度である。パリ政治学院に次いで、その他のグランゼコールも同様
の趣旨の制度を試みている。この制度により入学した学生の多くは学業成
績は良好で、就職にあたっても条件のよい雇用に就くなど、制度導入の結
果は肯定的なものとなっている。

はじめに

　本稿では、ヨーロッパのなかでもメリトクラシーが徹底した国フランスで、学力に基づく
能力主義の否定であるとして非難されながらも、移民の子どもが多く通う学校に入試特別枠
を設けたパリ政治学院（以下シアンスポ）の事例について検討する。シアンスポは、フラン
スのグランゼコールと呼ばれるエリート養成大学のひとつで、官僚や政治家のなかにシアン
スポの卒業生が多い。日本で名前が知られている人だけでも、ミッテラン、シラク、オラン
ドなど歴代の大統領や、ドビルパン、ジョスパン、ジュペ、バラデュール、ファビウス、ロ
カール、モーロワと首相経験者が名前を連ね、IMF専務理事のラガルド、実業界でもルノー、
エールフランス、ルイヴィトンの最高経営責任者などあげればきりがない。

フランスのエリート養成大学シアンスポが入試特別枠の協定を結んだ高校とは

　シアンスポが入試特別枠を設けたのは、ZEP1に指定された地区にある高校である。ZEPと
は「教育における優先的な政策対象地域」の略で、不利な環境に置かれた子どもが半数近く
を占める学校が指定されている2。
　ZEPの創設は、1981年にミッテランが大統領になり社会党が政権につくと、教育における
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不平等をなくすためにフランス政府がはじめてとった「アファマティブ・アクション」と
いわれている。「もっとも持たざる者に、もっとも多く与える」というスローガンのもとに
ZEPが創設され、教育予算が割り当てられた。
　ZEPは、もとは労働者階級が居住した大都市郊外に多く、現在は全国で小学生の17.9％
（1041287人）、中学生の19.6％（509047人）、高校生の1.95％（37208人）がZEP指定校に通っ
ている。1970年代半ば以降の構造不況で、これらの地域は失業率が高く、学業不振の子ども
が多い3。パリ近郊のZEPは、ナンテールやマント・ラ・ジョリ、ポワッシーなど、ルノー
やシトローエンの工場のある地域で、後述するようにかつての移民労働者の家族が多く居住
している。
　ZEPについての統計ではないが、同様の趣旨で1996年に創設されたZUS（都市開発優先地
区）の失業率や中卒者の割合が以下の表である。ZEPに指定された高校はZUSに位置してお

表1　パリ地域ZUSの社会的指標

市 区
ZUS指定
地区の人口

(2009)
失業率 15-24歳

失業率

中卒資格
のみの者
の割合

単身親
世帯割合

公営住宅
入居世帯
割合

アニエール・
シュール・
セーヌ

アニエールノー
ル 16000 16 25 44 22 68

オルネイ・
ス・ボワ

ラローズデヴァ
ン 24000 28 40 40 18 84

クリッシー・
ボワ・モン
フェルメイユ

グランタンサン
ブル 27840 28 37 40 17 34

ジュンヌヴィ
リエ ラシテドルース 8000 22 38 28 21 72

マント・ラ・
ジョリ ヴァルフレ 23000 26 38 39 16 79

ナンテール プチナンテール 8000 25 37 31 20 55

パリ18区 グットドール 23000 23 30 29 20 13

パリ19区 キュリアルカン
ブレ 9000 18 32 40 24 74

サン・ドニ フランモワザン
ベルエール 9000 23 36 28 30 77

セヴラン レボードット 10000 20 31 31 22 70

ヴィリエ・
ル・ヴェル

レピュイラマル
リエール、デリ
エールレミュー
ル ド モ ン セ
ニュール

12000 22 34 31 20 55

フランス全国については、失業率は10％前後、15-24歳失業率は20％前後、中卒資格のみの者の割合は17％、
HLM入居率は16％、単身親世帯比率はZUS以外の地域では16％。
(Kokoreff & Lapeyronnie, 2013から作成)
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り、つまりZEP指定高校に通う生徒の家庭が困窮しており、また本人たちも高校を中退する
可能性が高く、学業修了後に就職できない可能性も高い。
　ZUSの移民人口は約17％と推定されており、まさしく移民労働者が多く居住している地
域であるがゆえに、ZEPの学業不振は「移民問題」として認識されてきた。1995年には全国
の中学1年生の6.8％が外国籍、10％が両親とも移民、3％が親のどちらかが移民と推定され
ている。そして2001年の数字になるが、中学校に在籍する外国人の71％は親が労働者であ
り、対するフランス人については、この割合は39％であるという。また外国人の3分の2は子
どもが4人以上の家族であり、これもフランス人については16％であり、統計的に学業不振

表2　18歳から35歳の移民出身者のうちフランスで教育を受けた者の国籍別・性別学歴（％）

親の出身国・県 学業修了
資格なし

前期中等教育修
了資格（BEPC
＝高校に進学し
ない者）

職業課程修了
（CAPBEP）
（職業高校卒）

バカロレア
（高卒資格）

バカロレア
+2年

バカロレア
+3年以上 合計

海外県 男
女

13
2

6
8

33
20

21
32

17
21

10
17

100
100

アルジェリア 男
女

19.5
16

12
10

27
22

20.5
27

12
13

8
12

100
100

モロッコ・
チュニジア

男
女

19.5
10

12
6

23
21

19
31

12
17

14
16

100
100

サハラ以南
アフリカ

男
女

19
6

10
11

31
25

23
27

11
19

6
12

100
100

ギニア・
中央アフリカ

男
女

24
11

6
6

24
13

20
32

6
11

19
27

100
100

東南アジア 男
女

14
9

5
7

24
14

14
24

19
19

25
27

100
100

トルコ 男
女

27
26.5

8
12

40
24

11
23.5

3
11

11
3

100
100

ポルトガル 男
女

14
7

6
3

39
25

19
17

12
28

10
20

100
100

スペイン・
イタリア

男
女

10
8

8
9

30
18

22
24

17
22

13
20

100
100

その他EU加盟国 男
女

5
7

6
11

9
7

27
23

20
21

34
31

100
100

その他 男
女

9
7

5
5

22
8

23
20

19
13

22
47

100
100

移民出身者全体 男
女

15
10

9
8

28
20

20
25

14
18

14
19

100
100

移民出身でない者
全体

男
女

8
6

7
6

25
22

24
23

17
21

19
21

100
100

フランス本土全体 男
女

10
8

7
6

26
22

23
23

16
20

18
21

100
100

L’Equipe TeO 2010 :48から作成（2008年と2009年に21000人を対象にINSEEとINEDが行った調査）
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になりやすい環境にあるのは外国人の子どもであるという(Cacoualt-Bitaud & OEuvrard, 2009: 

44-45)。
　この格差をなくすために創設されたZEPであったが、20年が経過した2000年代になって
も、ZEPと他の地域の学校の格差は縮まらなかった(Cacoualt-Bitaud & OEuvrard, 2009: 41; Ben 

Ayed, 2009 :14 )。
　INED（国立人口統計学研究所）の調査では、いかなる学業修了資格も持たない者の割合
は、18歳から50歳までの人口で、全国では17％だが、移民出身者はその割合が39％になる。
サハラ砂漠以南のアフリカ出身者では65％、トルコ出身者の60％、ポルトガル出身者の
56％、モロッコとチュニジア出身者の45％、アルジェリア出身者の43％が中卒資格のみで
ある（L’Equipe TeO, 2010 :40）。
　1999年1月には、「現状は学校間の過剰な格差が顕著で、ひとつの学校のなかでもクラスに
よって格差が大きい場合もある。この現象は社会的隔離（セグリゲーション）を生み出して
おり、機会の平等を減じ、共和国の学校の理想に反している」ため、学区間の差が緩和され
なくてはならないという政令がだされた(Ben Ayed, 2009:16)。さらには政府機関であるADRI

（文化間関係開発局）が、2000年の報告書で「格の低い」学校のなかで学校の教員もふくめ
て人種差別的な慣行が維持されていることを指摘し、物議を醸した(Ben Ayed, 2009:17)。学
校の社会的隔離とは、特定のエスニックグループの隔離であることは明らかで、2006年の教
育省の報告書では、「見捨てられた学校」つまり「社会的に多様な層から構成されず、都市
開発の状況からして改善が見込めない学校」に対して警告を発している(Ben Ayed, 2009 :17)。

グランゼコールに進学する学生の親の職業

　中学1年生時の生徒の親の職業は45％が労働者あるいは被雇用者であるのに対して、バカ
ロレア（高卒資格）取得者になるとその割合は36％に減り、職業資格のバカロレアではな
い一般資格のバカロレアになると20％、さらにグランゼコールの準備学級に進む生徒のう
ち13％のみが親の職業が労働者あるいは被雇用者となっている(Ministère de l’Enseignement 

Supérieur et de la Recherche, 2012)。つまりグランゼコールに進学する生徒の87％は、親が教員、
官僚、企業の管理職あるいは弁護士など自由業など上層の職にある。裏を返していえば、そ
のような親をもたなければ、グランゼコールに進学できないことは明らかである。シアンス
ポは、この現状に一石を投じるために、入試特別枠を設けた。

シアンスポの措置

　シアンスポのCEP（教育に対する優先政策協定）制度創設の理念は後述することにし、ま
ず制度の概要と結果をみていこう。2001年当初は7校からはじまった。ひとつひとつ高校回
りをし、趣旨を説明し、協定校になった学校の生徒はCEP枠でシアンスポへの入試が認めら
れる。
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　シアンスポ受験を希望する生徒は高校2年生進級以降、毎週、「シアンスポ・ワークショッ
プ」で基本的にはボランティアの教員が運営する授業を受けるとともに、生徒もシアンスポ
に定期的に通って大学教員や政治家などのレクチャーを受けて議論する機会が与えられる。
受験対策の授業であるが、社会・政治問題に関心を持つことが主眼とされる。
　実際の試験では、生徒は自分で口頭発表のテーマを決めて資料を用意し、そのテーマで面
接を受ける。面接の時間はひとりあたり30分～40分である。後述するように、制度導入にあ
たって過去の入試の結果を検討し、親の職業階層が低い受験生がおしなべて記述試験の点数
が低かったことから、面接を重視する入試になった。面接委員は5人で、大学教員、官僚、
企業家などから構成される。
　初回の2001年に7校からはじまり、2013年現在では18の学区にわたる100の協定校にCEP入
試枠が設けられている。
　10年で998人が合格（2001年には17人、2002年33人、2004年45人、2005年57、2006年75、
2010年127人、2012年は138人4。）合格者の8.5%がCEP入試による。
　毎年合格者の50～70％が失業者あるいは労働者あるいは被雇用者の子どもとなっている。
10年間で労働者の子どもは1.5％から4.5％へ、被雇用者の子どもは2％から7.5％に増えてい
る。
　またCEP合格者の4分の3が奨学金受給者である。合格者の3分の2は親のうち1人が外国生
まれ（その約8割はアフリカ）となっており、特別入試枠を設けた趣旨に合致した合格者と
なっていることがわかる。
　制度導入時には、在校生と親の8割はCEPに反対で(Descoings, 2007)、それも人種差別的な
理由がほとんどであったという。「郊外のガラの悪いアラブやブラックの子どもをシアンス
ポにお情けで入学させるのか、入学させてもついていけないだろう」、というような中傷で
ある(Descoings, 2007)。
　結果的には、2006年～2011年にCEPで入学して在籍した学生のうち、27％は進学、63％は
就職しており、これは全国のディプロームを取得した同年代の学生よりも高い割合となって
いる。就職した者の半数以上は2500ユーロ以上の月収で、これも同じ学歴の者を比較すると、
全国平均よりも300ユーロ高い（フランス全国の給与収入の中央値は1500ユーロ）。
　CEPは、シアンスポにお情けで入っただけの、2級の学生になってしまうだけ、という制
度導入のさいにいわれた危惧は否定された5。

その他のグランゼコールへの広がり

　その後、2003年にはビジネス・スクール系のグランゼコールのひとつESSECもZEP指定高
校向けのプログラムを導入した。2005年の都市暴動以降、全国的にZEP指定の学校の生徒へ
の措置の緊急性が認識されるようになり、グランゼコールにアクセスするための措置がと
られた。ESSECをはじめとする全国の複数のグランゼコールの措置は、受験の支援をする



36 稲葉　奈々子

チューターを派遣するというものである6。2006年には進学校アンリ4世高校の準備学級が、
ZEP指定の高校の生徒への門戸を開くことを呼びかけ、多くの高校が応じている(Sabbagh & 

Zanten, 2010:9)。ESSECとアンリ4世高校方式は、入試に特別枠を設ける（制度的なハード
ルを下げる）のではなく、受験生個人の能力を高める（個人的なハードルを下げる）もので
ある(Allouch & van Zanten, 2008)。
　具体的にはグランゼコールの学生をチューターとして派遣している。ESSECの場合は完
全に学生のボランティアで、アンリ4世高校の制度では有償ではあるが教員の給与ほどでは
ない。ボランティアに応じる学生たちはチューターの役割を果たすことに強い動機をもって
おり、ほとんどが20歳～21歳で、対象となる高校生と年齢も近く、みずからも準備学級を終
えたばかりなので、入試にあたって実践的な意味でも適切な助言ができるという(Allouch & 

van Zanten, 2008)。
　ESSECの2003年から2008年の活動報告書では、160人の高校生にチューターをつけている。
毎年48人の学生がチューターを務め、チューターとは別に十数人の学生が制度運営にかか
わっている。これまでの成果は、95％がバカロレア取得に成功し、その3分の2は合格者に対
する4段階評価の上位3段階以上の「優秀」とされる評価を得ていた。さらにバカロレア取得
者の4分の3は職業系ではないグランゼコールを含む高等教育への進学を選択している(ESSEC, 

2012a)。ESSECの追跡調査では、学業修了後の就職においても、短期間で就職先が決定して
おり、平均給与も高い(ESSEC, 2012b)7。
　シアンスポ型の制度を採用したグランゼコールは存在せず、グランゼコールの連合体、グ
ランゼコール協会は、「支援は（クオータ制を設けるなど集合的なものではなく）個人単位
であるべき」として、特別枠を設けることに反対している。そうしないとグランゼコールの
質が下がるからだという(Le Monde, 2010.1.4)。

グランゼコールはもはや社会的上昇の機能を果たしていない

　とはいえ、何らかの形でZEPの高校生の高等教育進学率を高めようとする制度の導入は、
現在では多くのグランゼコールに広がっている。以下ではその理念をみていきたい。制度導
入の端緒となったシアンスポで、特別入試枠創設の立役者であった学長のデコワン8は、制
度創設の理由を以下のように述べている(Descoing, 2007:352)。

　　 　グランゼコールに進学するための準備学級には、大学教員、高級官僚、高級管理職、
（弁護士など）自由業に就く親を持つ子どもしかいなくて、準備学級はそもそも大都市
の数少ない高校にしか設置されていない。そして選抜も、候補者の能力と才能だけを基
準にした入試に合格したものだけが入学できる。

　　 　就職にあたって、このような位置づけのグランゼコールの修了資格を持った者が競争
相手の場合、勝ち目があるだろうか。高校生にどうやって、自分が一生懸命勉強して、
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知識を身につければ、就職できると説得できるだろうか。出自の文化や親の社会的地位
と関係なく、個人に能力さえあれば、平等な競争によって公務員になったり、メディア
や企業に就職できると、いつまで信じさせ続けることができるのだろうか。私たちの社
会はすべての人が希望をかなえるのに等しい権利を認めていると、どうやって説得でき
るのだろうか。

　デコワンは、これをシアンスポに特別枠を創設した理由のひとつとしてあげている。1981

年に、移民二世の若者が「平等を求める行進」を行ったときに、移民出身の若者がすでに同
じ問題を訴えていたのに、問題の解決がもはや待ったなしであることを政府が認識するまで
に、2005年の都市暴動を待たなければならなかった対応の遅さを指摘する。

　このような状況において、教育は機会の平等を保障しているとして、グランゼコールだけ
が同じ入試方法を続けることが許されるか、というのがデコワンの主張である。「グランゼ
コールは優秀な学生のいる大学という評判に甘んじて、社会的亀裂が広がっていくことに無
関心でいていいのか。確かに、たったひとつのグランゼコールに社会的亀裂を修復すること
はできないだろうし、複数のグランゼコールが一緒になっても結果は同様だろう。しかし、
それは何もやらない理由になるだろうか。」「グランゼコールは、平等の原則に基づいた選抜
を行い、フランスで、もっとも面白く、給料が高く、価値のある職業への王道であるがゆえ
に、グランゼコールが社会的亀裂に無関心であることは許されない。」
　社会的亀裂により、底辺に固定化されてしまうことが危惧されているのは、1960年代から
70年代半ばまでの高度成長期に移民してきた人たちの子どもたちである。そこにはもちろ
ん最近の移民の子どもも含まれる。つまり、貧困ゆえにフランスに出稼ぎに来て定住した移
民たちの子どもは、社会的に上昇できずに貧困層に固定化される傾向がある。2005年の都市
郊外の暴動が、失業率が高く、学業的に振るわない高校のある地域で起き、フランス社会の
移民に対する不平等に対する異議申し立てとして解釈されたのには、そうした背景があった。
　グランゼコールは技術系の学校が多いため、人文系の学問に比べると家族の文化資本や社
会的出自に左右される度合いが小さいと信じられてきた(Descoings, 2007:353)。しかし、実
際には1955年と1995年を比べても、たとえばエコール・ノルマル（高等師範学校）とHEC（高
等商業専門学校）の入学者のうち、「庶民（農業、労働者、被雇用者、職人、商人）」の子ど
もの数は減っているという。1955年には29％だったのが、1995年には9％にまで減少してい
るという。
　シアンスポの入学生についていえば、2002年の入試の結果を調査したところ、入試の結果
を左右するのは、性別（男性のほうが受かりやすい）と居住地域であったという。また、入
試の合格の鍵は記述試験にあったという。記述に問題があり、言葉のさまざまなレベルのコー
ドを使いこなせず、「エレガントな」論理構成の文章が書けない学生は、レトリックの技術
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を身につける機会がなく、優秀なクラスでアカデミックな文章の書き方を学んだことがない
学生は、入試における不利が歴然としていたという(Descoings, 2007:354)。
　さてグランゼコールに入学するためには、いくつかの高校に設置された準備学級に進まな
くてはならないが、その数も地理的なアクセスの可能性も限られており、文系のグランゼコー
ルは高等師範学校とシアンスポぐらいしかない。その上、ほぼ10人に1人しか受からないと
いう難関である。この準備学級に進学する生徒は、もっとも社会職業的地位の高い親の子ど
もと教員の子どもの割合が非常に高い。もともと子どもが準備学級に進学するように教育す
るような親は、社会的上昇のルートを知っているし、教育への投資にも熱心だから、準備学
級に入る選抜は、実際には高校3年生よりも前の段階で終わってしまっているといってよい
(Descoings, 2007:355)。
　いっぽうでBTS9やDUT10などバカロレア修了後にさらに2年間勉強を続けることを「長い」
と感じる高校生は、しばしば、自分が勉強を続けることは、家族を犠牲にすることだと考え
ているという。弟や妹の面倒をみたり、家事をすることが期待されている女性の場合、とく
にそうだという。また、そもそも親に演劇やオペラ、美術館、外国でのバカンスに連れていっ
てもらったことがなかったり、家に本がなくて知的な関心を発達させることができなかった
り、家族と政治問題や社会問題について話すことがない生徒も、高卒後も勉強を続けようと
は思わない傾向があるという。デコワンは、この描写が図式的であり、個々人はもっと多様
で進学のあり方も多様なことを認めながらも、失業率が高い地域の高校の生徒の20％～50％
が生活のためにアルバイトをしている事実を指摘し、そのような状況にある生徒と、進学校
であるパリのルイルグラン高校やアンリ4世高校の生徒が平等であるといえるだろうか、と
する（Descoings, 2007:357）。
　だったら選抜なしで入学できるのだから、大学に入ればいいじゃないか、グランゼコール
を批判するのはおかしい、という反論に対して、デコワンはグランゼコールに対する批判に
は根拠がないわけではないという。なぜならば、「権力（行政、産業界含めて）は、グラン
ゼコール修了者しか雇わない」からだという(Descoings, 2007:358)。したがって、グランゼコー
ルが民主化されない限りは、国家の責任機関にアクセスできる者が限られており、高級官僚
も、企業の管理職も社長も一部の者しかなれないからである。
　しかしこれまでは「すべての人に同じ入試」、これが平等だと思われてきたがゆえに、こ
の不平等な状況に対して何もなされないできたという。また、もし教育が不平等を再生産し
ているのならば、対策はもっと前に打たなくてはならない。高校、さらには中学、もっとい
えば小学校で。グランゼコールでは介入するのには遅すぎる、というわけである。
　状況を変えるためにはどうしたらいいか。まず、準備学級への進学から考える必要がある
という。グランゼコールに入学する生徒の80％は大都市の約20校程度の高校の準備学級から
の進学者であるという(Descoings, 2007:364)。そうであるならば、どの高校に在籍していよ
うが優秀な生徒であれば準備学級に進学できるクオータ制がひとつ考えられる。
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　ちなみに、この考え方に基づいて2005年12月31日の大統領発言では、準備学級に進学する
生徒への奨学金の大幅な増額が呼びかけられた。他方、移民研究者でシアンスポ教授のパ
トリック・ヴェイユに触発された社会党の国会議員は、準備学級への進学をクオータ制に
する法案を国会に提出した。2001年にシアンスポが特別入試枠を設けたときに、それがク
オータ制につながるとして、非難の嵐があったことを考えると感慨深いとデコワンは述べる
(Descoings, 2007:365)。クオータ制こそが、平等を保障するという考え方は、2000年当時に
はまったく受け入れられなかったという。
　もうひとつの方法は、これまで準備学級のなかった高校に準備学級を設けることである。
その利点は、これまでグランゼコールというものの存在すら知らなかった高校生が上昇志向
を持つきっかけになることである(Descoings, 2007:366)。なぜ準備学級を持たない高校のほ
うが多いのか。それは単純に準備学級の創設と維持には多額な予算を必要とするためだとい
う。準備学級に割かれる国家予算は、教育だけにかんしていえば大学の1・2年生に割かれる
予算よりも大きい（Conférence des Grandes Ecoles, 2013）。また進学率の低い高校に準備学級
を創設したとしても、そこに進学する生徒がグランゼコールに合格しない可能性のほうが大
きいことも理由のひとつだという。しかしながらフランスには200以上のグランゼコールが
あって、学生集めに苦労しているところもあり、すべての生徒がポリテクニーク11（理工科
学校）に行けないからといって、意味がないことではないとデコワンは指摘する(Descoings, 

2007:366)。
　三番目の理由は、準備学級の教員は高校教員のなかのエリートであり、このエリート教員
の数を増やす意志が教育省にあるかどうか疑わしいためであるという(Descoings, 2007:367)。
　しかし、なぜこれらの方法がとられないのか。デコワンはここで社会学者デュベの言葉を
引用している(Descoings, 2007:367)。「機会の平等が実現しないのは、社会が不平等だからだ
けではなく、学校というゲームが有利な人にとって、より有利にできているからだ。」つま
り特権階級は、みずからに有利なゲームのルールを変更するはずがないのである。
　シアンスポは2000年の改革で、これまでの準備学級を経るコースを廃止し、5年間の一貫
コースを創設した。最初の3年間が準備コースで大学の学士に該当し、修了証（diplôme）は
発行しない。次の2年間がマスターコースである。CEP入学による入学者は、この1年目に入
学することになる。

CEPによる合格者に対して

　教育大臣アレグル12は、収入が低い世帯の出身の者、あるいはバカロレアの成績がよかっ
た者、あるいは法律あるいは医学の大学を選んだ者への奨学金制度を創設した13。アレグル
の後任の教育大臣ラングはこの制度をCEP入試によってシアンスポに入学した生徒に適用す
ることを約束した。シアンスポの学費は年6200ユーロ(約87万円)であり、奨学金は学業を続
ける重要な保障となる。住居についてもパリの大学都市がCEP入試の進学者に部屋を割り当
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てることを約束してくれたし、住居費を奨学金としてだす企業も多くあるという。

結果

　制度が導入されて10年。その成果についての研究を検討してみたい。2010年までにCEPに
よる合格者の3分の2は、親のどちらかが外国生まれ、つまり移民の子どもである。そのほと
んど（84％）がアフリカ出身者である。
　しかし親の職業についていえば、貧困層といえるのは入学者の60%程度で、ミドルクラス
の子どもが含まれている。CEP入学者の数がもともと全体の10％程度であることを考えると、
制度が当初の目的を果たしたとはいえないのではないか、という評価もある(Zanten, 76)。
　シアンスポに実際に進学できたかどうかではなく、結果として生徒が得た文化資本を評価
する研究者もいる(Oberti et al., 2009 :118)。シアンスポは「実験校」をいくつか設けて、2年
生と3年生の「実験クラス」に伸びが期待される生徒を入れて、海外研修も含めた特別な授
業を行う。それによって、生徒たちは、実験クラスにいなかったらありえなかったであろう
「自信」や、その自信にみあった知識や能力を身につける。仮にシアンスポに合格しなかっ
たとしても、準備学級や大学進学を選ぶ生徒もいて、それは実験校での経験がなかったらあ
りえないことだと生徒たちは証言している。実験クラスに入った生徒の親たちに対してもイ
ンタビューが行われているが、ほとんどの親は子どもが実験クラスなるものに入っているが、
それが何であるかをほとんど知らない。子どもが「よいクラスだ」というので、よいのだろ
う、というぐらいの認識で、シアンスポに進学する可能性が開かれるクラスだと知っている
親は少なかったという。
　シアンスポで毎週開催されるワークショップに参加することもでき、そこで大学教授や政
治家、ジャーナリスト、企業家にあって議論する機会を得ることで、「郊外精神（どうせ自
分たちにはシアンスポなんて無理だ）」を捨て去ることが動機づけられるという(Oberti et al., 

2009 :119)。
　このように実験クラスが設置された高校でなくとも、CEPの対象となることで、不利な
状況に置かれた生徒たちだけで閉じてしまうのではなく、生徒の関心も外に開かれるとい
う効果も指摘されている(Sabbagh, 2010)。自分の通っている高校からシアンスポに合格する
生徒がいれば、自分にもできるかもしれないという希望を持てるようになるという。実際、
Obertiらのインタビューでそのように語る高校生が登場する。要する高等教育に進むという
選択肢を選ぶロール・モデルとなる生徒の存在が、その他の生徒の認識の変化につながる効
果である。
　ZEPがそれ以外の学校と区別されることの弊害は制度が創設された当初から指摘されてい
た。とくに「困難を抱えた生徒向け」の授業に「適応」してしまうと、成功する可能性のあっ
た生徒までが自己評価を低くしてしまうと指摘されてきた危惧がその通りになってしまった
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側面があるという(Cacoualt-Bitaud & OEuvrard, 2009: 41-42)。そうであるがゆえに、ZEPの高
校に進学の可能性を開いたシアンスポの制度が評価されている。
　2005年にフランスで起きた暴動は、ZEPに指定された高校がある地区と重なっており、教
育社会学者は、この暴動を「低所得層が居住する地区の若者の見捨てられた、そもそも競
争の土俵にのる資格すら剥奪されたという、心底からの感覚の表現」として解釈しており、
ZEP指定の高校に通うことが、社会的上昇への道を閉ざされて、見捨てられたという感覚を
持たせる心理的効果のほうが問題にされている(Lagrange & Oberti, 2006)。
　それではシアンスポの制度がZEP指定校の生徒に希望を持たせる効果があったとして、そ
れはどのように解釈されるのであろうか。
　
フランス型アファマティブ・アクション＝あくまで個人型＝自己責任型

　Oberti(2009)の評価は、フランスのアファマティブ・アクションは、結局はクオータ制で
はないから、個人の責任に帰することに他ならないという。
　ESSEC型の制度はアファマティブ・アクションとは到底いえないものだし、直接的な効
果が測定しがたいものであるが、重要な取り組みとされている理由のひとつは、フランスに
おいては都市郊外の若者が置かれた状況が、たんなる失業問題や失業に起因する貧困問題で
はなく、社会的排除の問題として認識されていることにある。つまり入試にあたって配慮す
るというよりは、ZEP指定校に通っていて、親が文化資本を持っていなくても、「努力すれ
ばできる」という認識の変化が起きる過程を重視している。もちろん、それほどまでにZEP

指定校に通う生徒たちが、希望を持てない日々を過ごしていることは確かだろう。
　シアンスポは入試の特別枠を設け、ESSECやその他のグランゼコールは入試前に支援して
試験は他の学生と共通であるという違いはあるにしても、どちらの場合も、個人に梃子入れ
して合格水準まで持っていくことが目的であり、その意味では少数のエリートだけのもので
あるグランゼコールのステイタスは守られており、その範囲内での制度であると指摘する研
究者もいる。
　しかしながら2001年には非常識といわれたシアンスポの試みを裏付けるアファマティブ・
アクションの理念が、今日では常識となっており、何らかの対策が必要であることを政府関
係者も教育関係者も否定できなくなった効果は大きい。シアンスポの合格者の8.5％が特別
枠による入試で、その3分の2が労働者階級の移民の子どもであるという事実は大きな意味が
ある。

注

1   2006年に制度が変わりZEPという名称は使われなくなったが、教育現場や研究では現在も使用
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されているため、本稿でもZEPとしている。教育における優先的な政策対象地域については、以
下の教育省のURLで詳細を知ることができる。http://www.education.gouv.fr/cid187/l-education-

prioritaire.html

2  教育省の定義では、「不利な」とは、親の職業が熟練・非熟練労働者、農業労働者、被雇用者や労
働者の退職者、失業者、あるいは職業活動を行っていない者である。

3  日本ならば偏差値で高校がランキングされるのに対して、フランスの場合、地理的に分断されて
ランキングされている。理由のひとつは、公立高校（全高校生の80％は公立に通う）は入試では
なく、居住地位ごとに割り当てられるためである。しかし現実にはミドルクラス以上の親は、評
判のよい高校に子どもを通わせるために、親戚や知人に住所を借りて、子どもを地域の学校に通
わせないなどの手段をとるため、公立高校の「セグリゲーション」は1980年代からすでに問題に
なっていた。

4  http://www.sciencespo.fr/stories/#!/fr/frise/112/le-de�-de-la-diversite-sociale-les-conventions-education-

prioritaire/

5  http://www.sciencespo.fr/sites/default/�les/CEP_Etude_VTiberj_�nal.pdf

6  制度を導入したグランゼコールのほとんどがESSEC方式をとっている。
7  ESSECの文献はすべて以下のサイトで入手可能。http://egalite-des-chances.essec.edu/page-�lle-3/le-

colloque-2011-1

8  1958年生まれ。官僚出身。1996年にシアンスポの学長になったときは38歳。
9  高等技術者免許状：バカロレア取得後2年の高等教育で取得

10  技術大学修了資格：バカロレア取得後2年の高等教育で取得
11  理系のグランゼコールのひとつで最高峰とされる。国防省に属する。多くの政治家や実業家を輩
出している。

12  1997年から2000年までジョスパン内閣（社会党）の教育大臣。
13  フランスの奨学金は、育英会の国立版のような機関(CNOUS)が奨学金や大学寮、学生向けの保険
などを運営しており、大学生の30％がCNOUSの奨学金を受けている。複数の基準があるが、学費
や保険料を無料にして現金支給なしの奨学金から上は約5500ユーロ（1年）まである。
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